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（１）趣旨と目的 

（２）位置づけ 

国土交通省

総務省

滋賀県

（３）計画期間 

令和７年度(2025年度)から令和１６年度(2034年度)までの１０年間とします。

　国の新下水道ビジョンや経営戦略策定・改定マニュアル、滋賀県下水道中期ビジョ

ンの方針などを踏まえ、甲賀市総合計画及び甲賀市公共下水道全体計画等の内容と整

合を図った計画とします。

新下水道ビジョン

滋賀県下水道
中期ビジョン

経営戦略策定・
改定マニュアル

１．はじめに

　甲賀市下水道事業は、平成２８年(2016年)４月１日から地方公営企業法の適用後、

平成２９年(2017年)３月に経営戦略を策定し、施設の整備、更新、維持管理、経営の

効率化及び健全化に向け取組んでいるところですが、汚水処理に必要な経費を使用料

で賄うことができず、一般会計からの繰入金に頼った経営となっています。

　今後の急速な人口減少等に伴うサービス需要の減少や施設の老朽化に伴う更新需要

の増大など、経営環境が厳しさを増す中にあって、将来にわたり住民生活に必要な

サービスを安定的かつ持続的に提供していくため、経営基盤の強化と財政マネジメン

トの向上を図ることが求められています。

　このような状況の中、総務省の「経営戦略策定・改定ガイドライン」等に基づき、

建設改良計画を踏まえた「投資・財政計画」をまとめ、安定的、継続的な事業運営を

推進するための、中長期的な経営の基本計画である経営戦略の改定を行うものです。

甲賀市公共下水道
ストックマネジメント計画

琵琶湖流域下水道
湖南中部処理区

経営計画

甲賀市下水道事業経営戦略

滋賀県汚水処理施設
整備構想

甲賀市総合計画
甲賀市国土強靱化

地域計画

甲賀市公共下水道

全体計画

甲賀市農業集落排水

施設最適整備構想
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（１）下水道事業の概要（令和５年度(2023年度)末）

（２）施設の整備状況（令和５年度(2023年度)末）

別紙①　下水道区域図のとおり

２．現状と課題

公共下水道事業
　公共下水道　　　　　　 ：　平成　４年度(1992年度)　供用開始後３１年
　特定環境保全公共下水道 ：　平成　４年度(1992年度)　供用開始後３１年
農業集落排水事業　　　　 ：　昭和５９年度(1984年度)　供用開始後３９年

　広義の公共下水道事業及び農業集落排水事業を合わせて、下水道事業として
平成２８年度(2016年度)から地方公営企業法の全部を適用しています。

　公共下水道　　　　　   ：　19.7人／ｈａ
　特定環境保全公共下水道 ：　32.7人／ｈａ
　農業集落排水事業　　   ：　17.0人／ｈａ

旧水口町、旧甲賀町及び旧甲南町の区域における公共下水道事業は、流域関
連公共下水道として琵琶湖流域下水道湖南中部処理区の甲西北幹線に接続して
います。

旧土山町、旧信楽町の区域における公共下水道は、それぞれが処理場を設置
する単独公共下水道となっています。
　農業集落排水事業は、地区毎に処理場を設置しています。

　公共下水道　　　　　　２箇所
　農業集落排水施設　　２２箇所
  ※令和２年度(2020年度)に貴生川地区、令和３年度(2021年度)に飯道寺地
　区、令和６年度(2024年度)に今郷地区を公共下水道へ統合

　公共下水道・特定環境保全公共下水道：３処理区
　　（琵琶湖流域下水道湖南中部処理区、土山処理区、信楽処理区）

　農業集落排水施設：２２地区
　　（和野嶬峨地区、八田春日地区、中畑地区、大河原地区、鮎河地区、
　　　山女原地区、山内地区、大沢地区、稗谷地区、宮地区、磯尾地区、
　　　高嶺地区、櫟野地区、岩室地区、神保隠岐地区、五反田地区、
　　　和田地区、小佐治地区、唐戸川地区、宮町地区、畑地区、朝宮地区）
　　 ※令和２年度(2020年度)に貴生川地区、令和３年度(2021年度)に飯道寺
     地区、令和６年度(2024年度)に今郷地区を公共下水道へ統合

公共下水道事業及び農業集落排水事業が著しく遅れる区域は、効率的な早期
整備を図るため個別合併処理浄化槽区域に変更する最適化を平成２８年度
(2016年度)に実施しました。

また、農業集落排水施設の公共下水道への統合については、令和２年度
(2020年度)に貴生川地区、令和３年度(2021年度)に飯道寺地区、令和６年度
(2024年度)に今郷地区が完了しました。

供用開始年度

法適・
非適区分

処理区域内
人口密度

流域下水道等
への接続の

有無

処理区数

広域化・共同
化・最適化
実施状況

①　市全体の区分状況

処理場数
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１　管路施設

延長：583.64ｋｍ（整備率89.3％：令和７年度(2025年度)目標90.8％）

２　処理施設

甲賀市土山オー・デュ・ブール：処理能力　2,840㎥／日

甲賀市信楽水再生センター　　：処理能力　2,150㎥／日

甲賀市土山オー・デュ・ブール 甲賀市信楽水再生センター

１　管路施設

延長：185ｋｍ（整備率100％）

②　公共下水道の状況

③　農業集落排水施設の状況

水口町 土山町 甲賀町

甲南町 信楽町

水口町 土山町 甲賀町

甲南町 信楽町
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２　処理施設

２２処理場：和野嶬峨、八田春日、中畑

　　　　　　大河原、鮎河、山女原、山内、大沢

　　　　　　稗谷、宮、磯尾

　　　　　　高嶺、櫟野、岩室、神保隠岐、五反田、和田、小佐治、唐戸川

　　　　　　宮町、畑、朝宮

山内処理場 朝宮処理場

（３）水洗化の状況

　令和５年度(2023年度)末水洗化率…公共：89.50％、農集：95.61％、公共＋農集：90.06％　

（４）使用料の状況

①平成１６年(2004年)の市町村合併時に旧５町の使用料を統一し、公共下水道使用料は従量
制、農業集落排水使用料は人数割にて算定していましたが、平成２３年(2011年)、平成３０
年(2018年)と段階を経て、現在は公共下水道事業と農業集落排水事業の使用料体系を従量制
で統一し、次ページの表に基づき算定をしています。

公共下水道使用料について、合併後、消費税増税を反映した使用料改定は行っています
が、抜本的な改定は行われていません。安定した経営基盤の確立や、今後発生する更新費用
の確保のためにも使用料改定は避けて通れない課題です。

また、公衆浴場排水においてのみ、２ヵ月で600㎥までを基本額とした従量制を採用してい
ます。

  公共下水道施設整備に伴う供用開始区域の増加により、水洗化率も上昇傾向にあります。
水洗化は水質改善や環境保全だけではなく、事業経営のための使用料収入に直結すること

から、積極的な普及促進が求められます。

単位：％

区 分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

水洗化率 88.83 89.34 89.95 89.75 90.06

88.83

89.34

89.95
89.75

90.06

86

87

88

89

90

91

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

水洗化率
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○下水道使用料（２ヵ月分） （消費税抜き）

（５）浸水対策（雨水幹線）事業の状況

（６）組織の状況

①　組織の状況

料金(1㎥につき)

当市では昭和４７年(1972年)に公共下水道事業に先立ち、都市下水路として事業に
着手しました。その後、公共下水道事業の計画区域が拡大したため、信楽町長野以外
は雨水幹線へ移行しています。

近年多発する短時間豪雨や線状降水帯により、全国的にも浸水被害が発生していま
す。当市としても浸水被害の軽減や住民不安の解消が図られるよう、雨水整備計画に
基づき整備を進めます。

令和５年度(2023年度)末において、全体計画2,990.3haの19.4％にあたる532.6haが
整備済みです。

平成２４年度(2012年度)には、下水道普及の計画・建設・維持管理を
行う下水道課と、上下水道料金、負担金分担金の徴収を行う上下水道料
金課との体制になりました。

平成２７年度(2015年度)には、平成２８年度(2016年度)の下水道事業
の地方公営企業法の適用に向け上下水道の一体的な事業経営を推進する
ため、上下水道料金課を上下水道の総務・企画経営・資産管理を統括す
る部署として上下水道総務課に改組しました。

水道事業と下水道事業を所管する上下水道部の部次長級２人、上下水
道総務課職員１０人のうち下水道事業に従事する職員６人（うち、上水
道事業との兼務３人）、下水道課職員 １１人（令和５年度(2023年度)
末現在）

 0 ㎥ ～ 600 ㎥

 0 ㎥ ～  20 ㎥

 19,048 円　

133 円　

143 円　

152 円　

②　他市比較

162 円　

171 円　

 1,501㎥ ～              

   201㎥ ～              

一般排水

特定排水

公衆浴場排水

区　　分
基　本　料　金

汚　水　量 料　金 汚　水　量

超　過　料　金

   601㎥ ～              

200 円　

  71 円　

 2,476 円　

      21㎥ ～ 40㎥  

      41㎥ ～ 60㎥  

職員数

事業運営組織

     101㎥ ～200㎥  

      61㎥ ～100㎥  

7,150 7,304 7,392 7,400 7,534
7,780 7,788 7,788

8,041 8,048 8,166 8,181 8,300 8,360 8,438 8,540 8,588 8,608

9,410

0
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県内各市町下水道使用料比較（２ヵ月あたり・税込） 使用水量56㎥（円）
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②　組織体制

③　職員数・職種・年齢構成等

61歳～

51～60歳

41～50歳

31～40歳

～30歳

合計

2 人 2 人 1 人 2 人 7 人

0 人 4 人 4 人 3 人 11 人

0 人 0 人 0 人 1 人

0 人 4 人

0 人 3 人

1 人

3 人 1 人 7 人

上下水道部

上下水道総務課 上水道課 下水道課

部 上下水道総務課 上水道課 下水道課 合計

2 人 10 人 12 人 11 人 35 人

1 人 4 人 9 人

16

18

16

17

18

14

15

16

17

18

19

20

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

職員数の推移（人）

経
営
係

料
金
管
理
係

計
画
普
及
係

施
設
維
持
係

給
水
係

維
持
係

工
務
係

建
設
係

1 2
2

1
2

4

4
31

4

4

3

3 1

61歳～
1

51～60歳
7

41～50歳
11

31～40歳
9

～30歳
7

令和５年度職員数

61歳～ 51～60歳 41～50歳

31～40歳 ～30歳 部

上下水道総務課 上水道課 下水道課

合計

３５人

（人）
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（７）民間活力活用の状況

（８）経営の状況

別紙②　経営比較分析表のとおり

① 平成２５年(2013年)１０月から、上下水道料金に係る窓口対応、徴収、検針、令
和４年(2022年)１０月からの排水設備申請関連などの業務を行う甲賀市上下水道料金
お客様センターの運営を包括的に民間企業へ委託しています。

② 令和６年(2024年)４月から、公共下水道施設、農業集落排水施設の管路施設の保
守点検、処理場維持管理、緊急対応及び修繕などの業務を包括的に民間企業へ委託し
ています。

③ 国のＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプランに基づき、ウォーターＰＰＰ導入に向
けた各種調査・研究を進めています。

①　企業債残高の推移

計画的な償還と、事業量に伴う新規発行額の減少により、企業債残高は減少傾向に
あります。令和元年度(2019年度)に比べ、41.5億円の減となっています。

当市下水道事業は、経営分析表において、経常収支比率は100％を上回っており、令
和５年度(2023年度)は101.96％と、前年度に比べ0.12ポイントの減となりました。

経費回収率は、ここ数年90％台で推移しており、100％台を下回る状況が続いていま
す。これは、使用料で回収すべき経費を賄えていない状況を示しています。当市は下
水道の整備途中であり、水洗化がゆるやかに進んでいることも要因と考えられます。
また、当市は将来の更新等に充てる財源が確保できておらず、その点を考慮すると、
財源確保のために経費回収率を上げる必要があります。

施設利用率は減少しました。有収率は85.58％で前年度に比べ0.02ポイントの減とな
りましたが横這いで推移しており、引続き不明水対策等を講じていく必要がありま
す。

施設の老朽化について見てみると、有形固定資産減価償却率は、27.25％と前年度に
比べ3.70ポイントの増となりましたが法定耐用年数を経過した管渠はありません。
　また、水洗化率は、前年度比0.31ポイント増の90.06％と、順調に推移しています。
  引き続き、滋賀県汚水処理施設整備構想に基づき整備を行います。

単位：億円

区 分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

企業債残高 224.4 212.4 201.8 190.8 182.9

224.4

212.4

201.8

190.8

182.9

150

170

190

210

230

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

企業債残高
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②　一般会計繰入金の推移

事業に対する一般会計からの繰入金は、ここ数年13億円程度で推移しています。ま
た、当市においては公共下水道の整備途中であることから、経営の安定化を図るた
め、総務省の通知に基づく基準内繰入金以外に通知に定めのない基準外繰入金を繰入
れています。

今後、繰入金算定の対象となる起債の償還終了等により、減少傾向となることが見
込まれます。経営の安定のためにも繰入金の確実な確保は必須となりますが、独立採
算による経営に向けた、繰入金に頼りすぎない経営手法の検討も必要です。

単位：千円

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

1,036,288 934,121 863,497 815,314 730,647

207,332 202,957 201,717 201,688 180,312

基準内繰入金　 計 1,243,620 1,137,078 1,065,214 1,017,002 910,959

80,101 83,266 104,387 163,854 221,962

415,020 201,049 170,791 161,774 208,531

基準外繰入金 　計 495,121 284,315 275,178 325,628 430,493

1,738,741 1,421,393 1,340,392 1,342,630 1,341,452合　　計

区　　分

基準内繰入金･収益的収入

基準内繰入金･資本的収入

基準外繰入金･収益的収入

基準外繰入金･資本的収入
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（１）処理区域内人口の予測

（２）有収水量の予測

３．将来の事業環境

令和５年度(2023年度)末の処理区域内人口は、公共下水道区域が71,898人で前年比
300人の減少、農業集落排水区域が7,179人で144人の減少となりました。普及率の増減
はあるものの、行政区内人口が減少傾向にあるため、結果として処理区域内人口も減
少傾向が続くと考えられます。

農業集落排水区域については、公共下水道への接続計画による減少も見込んでいま
す。

将来予測については、国立社会保障・人口問題研究所による甲賀市の推計人口に普
及率の予測を乗じています。

なお、滋賀県汚水処理施設整備構想（2016）においては、令和２７年度(2045年度)
の公共下水道計画処理人口を66,300人とし減少が見込まれています。

令和５年度(2023年度)末の有収水量は、公共下水道事業が8,859千㎥で前年比44千㎥
の減少、農業集落排水事業は661千㎥で同1千㎥の減少となりました。過去５年間の水
量は概ね横ばいか減少傾向にあります。今後は処理区域内人口の減少や節水意識の浸
透により、更なる有収水量の減少が見込まれます。

年間有収水量の予測値は、国立社会保障・人口問題研究所による甲賀市の推計人口
を勘案して算出しています。
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6,471

6,300

5,357
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4,489

4,225

3,972

3,844

3,616

3,401

公共・処理区域内人口 農集・処理区域内人口

単位：人

区分 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度

公共 71,713 71,044 71,851 72,037 72,220 72,382 72,555 72,681 72,689 72,804 72,912

農集 6,471 6,300 5,357 5,046 4,752 4,489 4,225 3,972 3,844 3,616 3,401

合計 78,184 77,344 77,208 77,084 76,972 76,871 76,780 76,652 76,533 76,420 76,313

単位：千㎥

区分 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度

公共 8,708 8,560 8,492 8,424 8,357 8,290 8,223 8,149 8,076 8,003 7,931

農集 650 639 634 629 624 619 614 608 603 597 592

合計 9,358 9,199 9,125 9,052 8,980 8,908 8,837 8,757 8,679 8,600 8,523
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（３）使用料収入の見通しと見直し

令和５年度(2023年度)末の使用料については、公共下水道事業が1,381,268千円で
前年比9,783千円の減少、農業集落排水事業については94,779千円で前年比3千円の減
少となりました。それぞれの使用料について、過去５年間は概ね横ばいか減少してお
り、有収水量の減少に伴い、今後も減額傾向が続くことが見込まれることから、財源
の確保に関して使用料の改定が必要となります。

なお、使用料の改定については市民生活への影響が大きいことから、慎重に検討
し、理解を得なければならないものと考えています。

使用料収入の見通しについては、これらの考え方に沿って、令和９年度(2027年度)
と令和１２年度(2030年度)に使用料改定をする方向で作成しており、それによる増額
を国立社会保障・人口問題研究所による甲賀市の推計人口に加味して収入の見通しを
立てています。
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公共・使用料 農集・使用料

単位：千円（税抜）

区分 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度

公共 ######## ######## ######## ######## ######## ######## ######## ######## ######## ######## ########

農集 86,700 87,237 90,850 96,432 95,661 94,895 101,667 100,752 99,845 98,947 98,056

合計 ######## ######## ######## ######## ######## ######## ######## ######## ######## ######## ########
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（４）施設の見通し

（５）組織の見通し

　職員数は現状の１８人分を見込んでいます。下水道の整備途中であることや将来的
に施設や管渠等の更新が必要となることを考えると、これ以上の職員削減は難しいこ
とから、現状規模の職員数を維持し、これまでに蓄積された知識や経験の継承を図り
ます。

　公共下水道について、信楽地域は整備中ですが、古いところでは供用開始から３１
年が経過しています。建物や管渠については法定耐用年数が５０年とされているた
め、直近の課題とはなっていませんが、計器類については、耐用年数が経過している
ものもあることから、適正な管理を行うとともに、下水道事業全体で優先順位を検討
し、計画的な修繕・更新を行います。
　また、老朽化が進む農業集落排水処理施設については、２５箇所のうち公共下水道
への接続計画を１７箇所としました。令和６年度(2024年度)末までに３箇所を接続
し、現在は２２箇所で処理をしています。
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（１）快適に暮らせる生活環境づくり

（２）安全で安心なくらしの実現

（３）安定した経営基盤の確立

（４）市民参画の推進

①　広報誌やホームページ等による下水道事業の広報活動を行っていきます。

②　小学校等の下水道施設見学や下水道教室の開催を促進し、環境教育の強化を図ります。

③　下水道審議会等により市民ニーズを把握し、より良い下水道運営を目指します。

④　下水道への理解、関心を持っていただくための取組みとして、「マンホールカード」の
  配布を令和６年度(2024年度)から開始しています。

４．経営の基本方針

①　滋賀県汚水処理施設整備構想に基づき、公共下水道事業と農業集落排水事業とを合わせ
  た人口普及率94.8％（令和２７年度(2045年度)末）を達成できるよう事業を行っていきま
  す。（令和５年度(2023年度)末89.7％）
　
②　下水道の供用区域内においては、生活環境の改善及び公共用水域の水質浄化の推進のた
　め、接続促進の個別訪問活動を行っていきます。

①　下水道事業における全ての施設・設備において、ストックマネジメント計画及び最適更
　新時期の検討などを考慮した適切な維持管理を行い、維持管理コストの縮減を図っていき
　ます。

②　耐震化に向けた施設のデータ整理と対象施設の特定を行い、施設の耐震化を進めます。

③　公共下水道計画区域内の浸水する地域を把握し、どのように改善すればよいか検討し、
　市街地浸水対策を進めます。

④　災害が起きた時に早期に対処できる管理体制を確立するための事業継続計画（ＢＣＰ）
　を随時見直すなど、危機管理体制を確立します。

①　中長期的な視野に立った計画的な経営基盤の強化と、財政マネジメントの向上等に取組
　むため、事業管理計画を策定し、ＰＤＣＡサイクルを重ねることで、継続的な改良、向上
　を図っていきます。

②　農業集落排水処理場を廃止しての公共下水道への統合や、下水道事業による汚水の集合
　処理を行う区域と個別浄化槽による汚水処理区域の見直しなどについて、検討を進めてい
　きます。

③　健全な経営のため、適正な使用料体系による財源の確保や、滞納者に対する早期の処分
　をするなど収納率向上対策に取組みます。

④　職員の資質向上を図るため、積極的に研修等へ参加します。
　　また、それらから得た技術、知識を組織として共有し、技術、知識を継承していくこと
　を目指します。
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（１） 投資・財政計画（収支計画） ： 別紙③　収支計画のとおり

（２）

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

５．具体的な取組み内容と投資・財政計画

投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

目 標

　・公衆衛生の向上と公共用水域の水質保全のため、持続可能な下水道事業
  を行う
　・令和１０年度(2028年度)頃を目標に、公共下水道汚水処理施設の整備を
  完了させる

（１）公共下水道事業
　汚水処理施設の建設については、令和１０年度(2028年度)頃を目標に地域のニーズ及び周辺環境
への影響を踏まえ、「甲賀市公共下水道全体計画」を基に投資をしていきます。現在も未普及地域
への整備事業を継続しており、主な内容は、信楽町長野地域の整備となります。また、整備区域の
拡大による、信楽水再生センターの処理水槽の増設を見込んでいます。
　公共下水道計画区域内の農業集落排水施設については、公共下水道への統合へ向けた投資を見込
んでいます。農業集落排水施設の経年劣化に伴い、公共下水道に統合するなど、広域化・共同化を
見据え、事業の最適化を図っていきます。
　整備済みの施設、設備については、令和元年度(2019年度)に策定したストックマネジメント計画
に基づき、投資の平準化を考慮した改築事業を見込んでいます。
　浸水対策としては、中心市街地の浸水被害を軽減するための中央雨水幹線整備や、甲南駅周辺雨
水整備が主なものとなります。
　また、下水道による浸水対策を計画的に進めるため、「雨水整備総合計画」の策定等に取組んで
います。

（２）農業集落排水事業
　滋賀県汚水処理施設整備構想において、未整備の農業集落排水事業区域を浄化槽区域に変更した
ため、新たな建設事業計画はなく、甲賀市農業集落排水施設最適整備構想による山内処理場、宮町
処理場、畑処理場の機能強化対策が主なものとなります。

目 標
　・財政基盤の強化を図るため経常収支比率100％以上の維持及び、経費回
  収率について95％以上
　・企業債借入の適正発行

（１）収益的収入
　下水道事業における主な収益的収入は、営業収益の使用料収入及び一般会計からの雨水処理負担
金、営業外収益の一般会計補助金及び長期前受金戻入となっています。
　そのうち公共下水道使用料については、人口の減少や節水意識の浸透により、減収は避けられな
いものと想定していますが、整備済区域に加え、今後の整備予定区域における家庭の水洗化率の向
上に努めることで減少率を抑え、収入の確保を図っていきたいと考えています。
　農業集落排水施設使用料については、２２地区での水洗化率が令和５年度(2023年度)末で95％を
超えていることから、新たな接続による増収の見込みは少なく、収入の減少は避けられないと想定
しています。
　　なお、農業集落排水施設のうち貴生川地区を令和２年度(2020年度)に、飯道寺地区を令和３年度
(2021年度)に、今郷地区を令和６年度(2024年度)に公共下水道へ統合しました。今後、宮地区、神
保隠岐地区、小佐治地区、和野嶬峨地区、岩室地区、稗谷地区など１４地区について、順次公共下
水道への統合をしていきます。それぞれ接続の翌年には対象地域における農業集落排水施設使用料
の収入が減りますが、公共下水道使用料に替わるだけであり、甲賀市下水道事業としての収入には
影響ありません。
　また、雨水処理負担金及び一般会計からの補助金については、総務省の示す繰出基準に基づく基
準内繰入金について、適切な水準の額を確保します。それ以外の基準外繰入金については、漫然と
赤字補填を行うものではなく、市のルールによるものですが、平成２８年(2016年)４月１日に公営
企業会計に移行していることから、公営企業の原則である独立採算の考えのもと、使用料改定によ
る安定的収入が必要と考えています。
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　下水道使用料等に係る包括的民間委託については、平成２５年(2013年)１０月から開始し、収納
率の向上、費用の削減につながっていることから、５年毎の契約で継続を見込んでいます。委託料
については、令和８年度(2026年度)以降は、令和７年度(2025年度)予算額を基準に、物価上昇率を
年2.0％で見込んでいます。
　また、令和６年(2024年)４月からは、管路施設の保守点検、処理場維持管理、緊急対応、修繕な
どの業務を包括的に民間企業へ委託しています。

　職員給与費は、包括的民間委託による業務の軽減を考慮し、令和８年度(2026年度)以降は、職員
数１名分の減額を見込んでいます。人件費は、令和８年度(2026年度)以降について、年1.0％のベー
スアップを見込んでいますが、事業規模や業務内容を常に把握し、組織形態や職員数と業務量との
整合性を図っていきます。検討に際しては、緊急時の体制確保やノウハウの継承にも留意していき
ます。

　企業債の償還については、主に一般会計出資金を充当する形となっています。この一般会計出資
金については、企業債償還に係る繰出基準分に加え、経営の安定を図るため、市のルールにより算
出した基準外での出資金も見込んでいますが、使用料改定による安定的収入により、事業計画の見
直しが必要と考えています。
　資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額の補填財源としては、消費税及び地方消費税資本
的収支調整額、損益勘定留保資金、利益剰余金処分額などがあります。下水道事業会計全体で補填
財源が不足が見込まれる場合には、可能な限り投資の平準化などによる対応を検討していきます。

　汚水処理に関して、下水道管渠やマンホールからの不明水や誤接続による雨水の流入は、処理経
費や流域下水道維持管理負担金がかさむ原因となることから、不明水調査及び改修費用を計上して
います。

　民間企業に委託している施設の維持管理業務や、機器を適切に管理するために必要となる経過年
数による点検業務、水質調査や管路清掃等にかかる委託料のほか、下水道台帳や会計システムの管
理に係る委託料を見込んでいます。

　公共下水道事業では、面整備事業の進捗による水洗化世帯の増加はあるものの、人口減少局面に
あることから、動力費、薬品費などはほぼ現在の水準で推移するものと見込んでいますが、令和８
年度(2026年度)以降は物価上昇率を年2.0％で見込んでいます。
　農業集落排水施設の公共下水道への統合に伴い、農業集落排水施設の維持管理にかかる動力費、
薬品費及び委託費などの減少と、不要となる処理場の撤去等の費用を見込んでいます。
　また、公共下水道では、流域下水道維持管理負担金の増加を見込んでいます。

　修繕費に関して、公共下水道事業においては、ストックマネジメント計画に基づき効率的及な修
繕及び更新を行います。
　農業集落排水事業においては、機能強化の対象とならない修繕費を計上し、公共下水道事業への
施設統合による修繕費の削減を見込んでいます。

（２）資本的収入
  資本的収支（投資）にかかる財源のうち、公共下水道事業の汚水処理施設の整備においては内閣
府の「地方創生汚水処理施設整備推進交付金事業」及び国土交通省の「社会資本整備総合交付金事
業」による国庫補助金を事業費用の３割程度、補助対象事業が減る令和３年度(2021年度)以降は事
業費の２割程度見込んでいるほか、企業債の借入、受益者負担金・受益者分担金での財源確保を見
込んでいます。
　公共下水道事業の浸水対策施設の整備においては、国土交通省の「防災・安全社会資本整備交付
金事業」による国庫補助金を１／３程度見込んでいるほか、企業債の借入での財源確保を見込んで
います。
　農業集落排水事業においては、農林水産省の「農村整備事業」による国庫補助金を１／２程度見
込んでいるほか、企業債の借入での財源確保を見込んでいます。
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（１）投資・財政計画に未反映の取組みや今後検討予定の取組みの概要

①今後の投資についての考え方・検討状況

②今後の財源についての考え方・検討状況

　官民連携による公共サービスの提供など、民間資本やノウハウ
を活用した公共サービスの効率化に向けて、国のＰＰＰ／ＰＦＩ
推進アクションプランに基づき、ウォーターＰＰＰ導入の検討を
進めていきます。

その他の取組

　信楽地域について、公共下水道整備事業を休止していました
が、令和１０年度(2028年度)末までの概成を目指して整備事業に
取り組んでいきます。また、国庫補助の対象となる整備事業につ
いては、計画期間中での概成に向け、優先して取り組んでいきま
す。
　不明水については、費用対効果を検証した上で原因の究明とと
もに効果的な不明水対策を実施し、有収率の向上に努めます。

使用料の見直しに関す
る事項

　平成１６年(2004年)１０月の合併以降、合併協議会で決定され
た使用料体系を採用し、以後一度も下水道使用料の改定はなされ
ていません。
　平成２８年(2016年)４月から地方公営企業法を適用し、経営戦
略に基づき独立採算性を基本とした受益者負担の原則による財政
健全化に取り組んでいますが、汚水処理に必要な経費を使用料で
賄うことができず、一般会計からの繰入金に頼った経営となって
います。
　厳しい社会経済状況にある中ですが、中長期的に自立・安定し
た経営基盤の確保には、公正妥当な使用料による収益確保は必要
と考えています。
　令和９年度(2027年度)と令和１２年度(2030年度)には使用料改
定を予定しており、今後は改定に向け、令和３年(2021年)８月の
下水道審議会の答申内容に沿った形で、使用料改定の検討を行っ
ていきます。

民間活力の活用に関す
る事項

６．今後の経営と進捗管理

広域化・共同化・最適
化に関する事項

　滋賀県汚水処理事業広域化・共同化研究会への参画等による調
査、研究や情報収集に努めます。
　人口減少に伴う排水量の減少について、管路の更新時に適切な
口径となるよう選定に努めます。

投資の平準化に関する
事項

　公共下水道事業においては、令和元年度(2019年度)に策定した
公共下水道ストックマネジメント計画に基づき、施設全体の持続
的な機能確保を行いながら、毎年度の予算の平準化を考慮した中
長期的な改築計画により取り組んでいきます。
　農業集落排水事業においては、農業集落排水施設の機能強化を
適切な時期に実施することで、改築事業費の平準化を図っていき
ます。

その他の取組

　当市の公共下水道事業は整備途中であり、今までも内閣府、国
土交通省の国庫補助金や企業債等を活用し整備を進めてきまし
た。今後も、国庫補助金や企業債等を活用できるよう、財源の確
保に努めます。
　公共下水道施設整備に伴う供用開始区域の増加により、水洗化
率も上昇傾向にあります。しかしながら、処理区域内人口の減少
や節水意識の浸透により、有収水量及び使用料収入は減少傾向と
予測されていることから、減少幅を緩やかにするためにも、戸別
訪問活動を行うなど積極的な接続啓発に努めます。
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③投資以外の経費についての考え方・検討状況

（２）経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

①経営戦略の目標

望ま
しい
方向

②経営戦略の進捗管理

動力費に関する事項

　下水道台帳の更新について、電子化やＷｅｂ上で閲覧できる仕
組みを検討するなど、ＤＸの推進に取り組みます。
　また、会計システムや料金システムについては、上下水道事業
体で共同化に向けた協議が進められていることから、移行の可能
性や時期について検討を行います。

　経費削減に関しては慣例にとらわれず、業務内容や手法を見直
し、効率化を図ります。
　在籍する職員が各種研修に積極的に参加していくことで、更な
る育成、資質の向上に努めます。
　下水汚泥・発電等のエネルギー利用や未利用土地・施設の活用
等、収入増につながる取り組みに努めます。

　動力費について、施設の更新に合わせた省エネルギー型設備の
導入など、経費削減について検討を進めます。

　引続き下水道事業の整備や計画的な老朽化・耐震化等の取り組
みが必要なことから、事業規模や業務内容により、組織形態や職
員数と業務量との整合性を図っていきます。

　法定耐用年数を超える施設等については、下水道事業全体で優
先順位を検討し、改築・更新の必要性の高いものから計画的に修
繕を行います。

水洗化率

その他の取組

委託費に関する事項

修繕費に関する事項

90.06% 92.38% 　接続促進のため、下水道の供用区域内におい
て個別訪問活動を行っていきます。

具体的取組

100%以上101.96%

90.70%

89.31%

100%以上

92%

93.70%

職員給与費に関する事
項

民間活力の活用に関す
る事項

　下水道使用料に係る窓口対応等や、管路施設の保守点検、処理
場維持管理等を包括的に民間企業へ委託しています。今後、更新
の時期には業務内容を検証し、より効率的なものにするなど、委
託料の削減につながる方策を検討します。

　安定した経営基盤の確立のための業務指標を以下のとおり設定し、具体的な目標を掲げ
ることで、経営の見える化を図ります。

指標銘

経常収支比率

経費回収率

整備率

令和５年度
（実績）

令和１１年度
（目標）

令和１６年度
（目標）

93.84% 　信楽町長野地域を主とした未整備地域につい
て、整備工事の推進を図ります。

　接続啓発により、水洗化率を向上させ使用料
収入の増収を図ります。
　滞納者に対し早期の処分をするなど、収納率
向上に向けた取組みを行います。
　経費回収率の低い農業集落排水事業について
は、公共下水道事業への統合を順次進め、維持
管理費の削減を行います。

　この経営戦略は令和７年度(2025年度)から令和１６年度(2034年度)までの１０年間を計
画期間としていますが、施設の整備計画や経営状況を毎年度確認し、３～５年ごとまたは
必要であればその都度、ＰＤＣＡサイクルに合わせて、見直しを実施していきます。

　滞納整理による使用料の増収や、一般会計か
らの基準内繰入金について、適切な水準の額を
確保するなど、収益の安定化に努めます。
　施設更新時には省エネルギー型設備の導入検
討を行うなど、維持管理費の削減に努めます。

95%以上

95.92%
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ウォーター
ＰＰＰ

水道、工業用水道、下水道において、コンセッションに段階的に移行するため
の官民連携方式（管理・更新一体マネジメント方式）と公共施設等運営事業を
併せた総称をいいます。

土地などを除く固定資産（建物・管渠など）の減価（価値の減少）を、使用年
度にわたり合理的かつ計画的に費用として負担させるための会計上の処理又は
手続を減価償却といい、この処理または手続によって特定の年度の費用とされ
た固定資産の減価額を減価償却費といいます。

公共下水道

複数の処理区の統合や下水汚泥の共同処理、複数事業の管理の全部または一部
を一体的に行う等の広域的な連携により事業運営基盤の強化を図ることです。

広域化・共同
化

主として市街地における下水を排除又は処理するために、市町村が管理する下
水道をいいます。

下水道ビジョ
ン

維持管理費

汚水処理原価

管渠改善率

管渠老朽化率

企業債

繰入金

経営戦略

減価償却費

新下水道ビジョン：平成２６年７月に国土交通省水管理・国土保全局下水道部
及び公益社団法人日本下水道協会が策定したものです。「下水道ビジョン
2100」で掲げた「循環のみち下水道」という方向性を堅持しつつ、その上で使
命を実現するための長期ビジョンとして「循環のみち下水道の成熟化」を図る
ため、「『循環のみち下水道』の持続」と「『循環のみち下水道』の進化」の
二つを柱とした新しい下水道ビジョンです。
下水道ビジョン2100：平成１７年９月に国土交通省都市・地域整備局下水道部
及び公益社団法人日本下水道協会が策定したものです。100年という長期の将来
像を見据えた下水道の方向が明示されています。

　か

経常収益

経常収支比率

経常費用

経費回収率

各公営企業が将来にわたって安定的に事業を継続していくための、中長期的な
経営の基本計画のことです。その中心となる「投資・財政計画」は、施設・設
備に関する投資の見通しを試算した計画（投資試算）と、財源の見通しを試算
した計画（財源試算）を構成要素とし、投資以外の経費も含めた上で、収入と
支出が均衡するよう調整した中長期の収支計画となっています。

使用料収入などの本来の営業活動から生じる営業収益と、他会計からの繰入金
や預金利息などの本来の営業活動以外の活動によって得られる営業外収益の合
計をいいます。

使用料収入等の収益で、維持管理費や支払利息等の費用をどの程度賄えている
かを表す指標になります。算出式は次のとおりです。 経常収益÷経常費用×
100（％）

職員給与費や材料費などの維持管理費・減価償却費など本来の営業活動から発
生する営業費用と企業債利息などの本来の営業活動以外の活動によって発生す
る営業外費用の合計をいいます。なお，経常損益（経常収支）は経常収益から
経常費用を差し引いて算出され、０以上の場合は経常利益（黒字）、負数(マイ
ナス)の場合は経常損失（赤字）となります。

７．用語説明

日常の下水道施設維持管理に要する経費で、処理場、ポンプ場等の電気代等の
動力費、処理場の薬品費、補修費、委託費等とそれに係る人件費等によって構
成される費用をいいます。

一般排水
家庭から排出される生活排水や２カ月あたり1,500㎥以下の工場、事業所等の排
水をいいます。

雨水幹線 雨水を排水するための大きな下水道管のことをいいます。

総管渠延長のうち、法定耐用年数を経過した管渠がどれだけあるかを見る指標
になります。高ければ高いほど、老朽化が進んでいることを示します。算出式
は次のとおりです。 一定（法定耐用）年数を経過した管渠延長÷下水道布設延
長×100（％）

地方公営企業が行う建設改良事業などに要する資金に充てるために起こす地方
債（国などから長期で借り入れる借金）のことです。

  あ

一般会計から下水道事業会計に繰出されるお金（税金）を意味し、基準内繰入
金と基準外繰入金に区別されます。一般会計側からみたときは「繰出金」とな
ります。
　基準内繰入金：総務省から通知される操出基準に基づくもの
　基準外繰入金：総務省の操出基準以外の繰入金

有収水量１㎥あたりにかかる汚水処理の費用を意味し、算出式は次のとおりで
す。 汚水処理費用（公費負担分を除く）÷年間総有収水量(円／㎥)

１年間の改築更新管渠延長が、総管渠延長に占める割合を示したもので、１年
間にどれだけ管渠の老朽化対策を実施したかを見る指標になります。算出式は
次のとおりです。 改善(更新・改良・修繕)管渠延長÷下水道布設延長×100
（％）

使用料収入により汚水処理費用を賄えているかを判断する指標になります。算
出式は次のとおりです。 使用料収入÷汚水処理費×100（％）
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整備率
（公共下水道事業のみ） 事業計画区域のうちどの程度公共下水道の整備が完了
しているかを判断する指標になり、算出式は次のとおりです。 整備済面積÷事
業計画面積×100（％）

長期前受金戻
入

農業集落排水

特定排水

特定環境保全
公共下水道事
業

デジタル・ト
ランスフォー
メーション
（ＤＸ）

人数割

　な

ビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客
や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するととも
に、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を改革し、競争上の優
位性を確立することです。

当市での算出方法は、基本料金＋人数×単価としていました。現在は使われて
いません。

下水道が整備され、生活排水を下水道処理施設で処理できるようになった区域
に住んでいる人の数です。

補填財源のうちのひとつ。消費税は収益的収支と資本的収支にかかる分をあわ
せて計算し、収益的支出から支払うことから、資本的収支にかかる消費税は支
出不要となるため、補填財源となるものです。

　た

施設利用率

事業継続計画
（ＢＣＰ）

　さ

最適化

事業の１０年程度の実施計画とそのための財源、収支計画をまとめた持続的な
事業管理の実現を目指す計画です。

施設を有する事業者に対して施設を設置するために要する費用を負担し、その
施設を利用して便益を受ける権利をいいます。公共下水道事業では、流域下水
道事業者へ負担金を支払うことで、その施設を利用して汚水処理する権利を有
します。

施設・設備が１日に対応可能な処理能力に対する、１日平均処理水量の割合で
あり、施設の利用状況や適正規模を判断する指標です。算出式は次のとおりで
す。 晴天時１日平均処理水量÷晴天時現在処理能力×100（％）

災害などの緊急事態が発生したときに、損害を最小限に抑え、重要な事業を継
続し早期復旧を図るための計画です

①他の事業との統廃合、②公共下水・農集、浄化槽等の各種処理施設の中か
ら、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合
を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指します。

下水道事業の役割を踏まえ、持続可能な事業の実施を図るため明確な目標を定
め、膨大な施設の状況を客観的に把握・評価し、長期的な施設の状態を予測し
ながら、下水道施設を計画的かつ効率的に管理することをいいます。

事業管理計画

資本的収支

施設利用権

損益勘定留保
資金

ストックマネ
ジメント

人口普及率

企業の将来の経営活動に備えて行う建設改良及び建設改良にかかる企業債償還
金などの支出と、その財源となる企業債や補助金などの収入をいいます。

一事業年度の企業の経営活動に伴い発生する全ての収益とそれに対応する全て
の費用を意味しています。

下水道使用料のうち、下水の排出量に応じて負担する料金のことをいいます。

下水道の利益を受けられるのは、下水道が整備された区域の方々に限られるこ
とから、負担の公平性を図るため、整備済区域内の土地の所有者あるいは権利
者から、下水道整備費用の一部を負担していただくものです。

水洗化率

耐震化、地震
対策

処理区域内人
口

消費税及び地
方消費税資本
的収支調整額

収益的収支

従量制

受益者負担金
・分担金

行政区域のうちどの程度公共下水道の整備が完了しているかを判断する指標に
なり、算出式は次のとおりです。 下水道処理区域内人口÷行政区域内人口×
100（％）

現在処理区域内人口のうち、公共下水道や農業集落排水に接続して汚水を処理
している人口の割合を表した指標になります。最終的には100%となっているこ
とが望ましく、算出式は次のとおりです。 現在水洗便所設置済人口÷現在処理
区域内人口×100（％）

収益的収支における現金支出を必要としない費用の計上により留保される資金
であり、減価償却費と資産減耗費から長期前受金戻入を除いたものです。

地震による影響を最小限にするための対策です。発災前と発災後の対策に分け
ることができます。下水道では、発災前における対策として、施設の耐震設計
や耐震管の採用、システム面では基幹施設の分散や電源の異系統化や複数化、
自家発電装置の設置、緊急時対応の無線の整備などがあげられています。

固定資産の新規取得やその価値を増加させるために要する経費の支出にあた
り、財源となった国庫補助金や受益者負担金などを、耐用年数にあわせて各年
度に収益として計上するものです。

農業集落の自然環境の保全と生活環境の整備を図ることを目的とし、農業集落
家庭の汚水を下水管に流し、処理施設で処理することをいいます。

２カ月あたり1,500㎥を超える工場、事業所等の排水のことです。

下水道法における公共下水道のうち、国庫補助金の申請や、企業債の借入を行
う時の事業の区分。甲賀市では、市街化区域を整備する事業を狭義の公共下水
道事業に、市街化調整区域を整備する事業は特定環境保全公共下水道事業に区
分しています。
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施設の稼働が収益につながっているかを判断する指標になります。100％に近づ
けることが望ましく、算出式は次のとおりです。 年間有収水量÷汚水処理水量
×100（％）

建設改良事業を行う際に、国が事業の一部を負担する対象となる事業費のこと
をいいます。

ＰＤＣＡサイ
クル

ＰＰＰ、ＰＦＩ

　は

流動比率

法定耐用年数

法適用

補助対象事業

補填財源

流域下水道維
持管理負担金

不明水

有形固定資産
減価償却率

有収水量

有収率

流域下水道

利益剰余金処
分額

　や

　ら

貸借対照表から見た短期的な財務安定度を判断する指標になります。大きいほ
ど安定性が高く、算出式は次のとおりです。 流動資産÷流動負債×100（％）

下水道に流された水量のうち、下水道使用料の対象となる水量のことをいいま
す。

有形固定資産のうち償却対象資産の減価償却がどの程度進んでいるかを表す指
標になります。更新投資の必要性がどの程度差し迫っているかを示し、算出式
は次のとおりです。 有形固定資産減価償却累計額÷有形固定資産のうち償却対
象資産の帳簿原価×100（％）

資本的収支における不足額を補うための財源。損益勘定留保資金などが該当し
ます。

流域下水道に対し流入した汚水量に応じて、流域下水道管理者（県）に対し負
担する経費のことです。

公営企業が地方公営企業を適用すること。法適用することにより、貸借対象表
や損益計算書、キャッシュフロー計算書などの作成を通じて、財務情報や経営
状況を適切に把握できるようになるとともに、他市町との経営比較・分析が容
易となります。

主に水質保全が必要である水域を対象として、２つ以上の市町村の区域から発
生する下水を排除し終末処理場を有するものをいいます。甲賀市は、湖南中部
地区（県内の９市２町で構成）に属し、地区内の下水排除は終末処理場である
湖南中部浄化センター（草津市）で処理されます。

補填財源のうちのひとつ。収益的収入が支出を超えると見込まれる額で、予算
であらかじめ定めた額になります。

生産管理や品質管理などの管理業務を計画通りスムーズに進めるための管理方
法の一種で、計画、実施、検証、見直しを繰り返すことでより良いものを目指
すことができます。 （計画（Plan）－実施（Do）－検証（Check）－見直し
（Action））

ＰＰＰとは、公共サービスの提供に民間を参画させることで、コストの低減や
質の向上、サービス提供形態の革新を実現しようとする取組みのことをいい、
「官民連携」とも呼ばれます。その代表的な手法の一つであるＰＦＩとは、公
共サービスの提供に、民間の資金やノウハウを取り入れる手法をいいます。

汚水の処理水から、使用料対象水等負担すべきものが明らかなものを除いたも
の。下水道の管に浸入する雨等が原因と考えられます。

地方公営企業においては、地方公営企業法施行規則で定められている耐用年数
のことです。経理上の基準であり、実際に使用できる年数は実情に応じて変動
します。

19



  別紙①　下水道区域図
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　　別紙②　経営比較分析表

経営比較分析表（令和５年度決算・公共下水道）
滋賀県　甲賀市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

法適用 下水道事業 公共下水道 Bd1 非設置 88,493 481.62 183.74

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2)

- 66.12 41.42 86.60 2,824 36,531 18.57 1,967.21

1. 経営の健全性・効率性

2. 老朽化の状況
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0.04
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①経常収支比率(％)
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88.00

90.00

92.00

94.00

96.00

98.00

100.00

102.00

104.00

106.00

108.00

110.00

R01 R02 R03 R04 R05

当該値 105.75 103.03 107.14 101.19 96.94
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R01 R02 R03 R04 R05

当該値 86.31 87.20 88.03 87.74 88.05

平均値 86.28 85.82 85.03 92.90 92.89

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【105.91】 【3.03】 【78.43】 【630.82】

【95.91】【58.94】【138.75】【97.81】

【41.09】 【8.68】 【0.22】

グラフ凡例
■ 当該団体値（当該値）

－ 類似団体平均値（平均値）
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経営比較分析表（令和５年度決算・特定環境保全公共下水道）

グラフ凡例

■ 当該団体値（当該値）

－ 類似団体平均値（平均値）

滋賀県　甲賀市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

法適用 下水道事業 特定環境保全公共下水道 D1 非設置 88,493 481.62 183.74

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2)

- 66.12 40.10 86.60 2,824 35,367 10.81 3,271.69

1. 経営の健全性・効率性

2. 老朽化の状況

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。
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①経常収支比率(％)
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【105.09】 【65.73】 【48.91】 【1,156.82】

【86.21】【43.28】【215.73】【75.33】

【29.62】 【0.09】 【0.11】
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経営比較分析表（令和５年度決算・農業集落排水）
滋賀県　甲賀市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km2) 人口密度(人/km2)

法適用 下水道事業 農業集落排水 F1 非設置 88,493 481.62 183.74

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 有収率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 処理区域内人口(人) 処理区域面積(km2) 処理区域内人口密度(人/km2)

- 86.30 8.14 73.88 2,824 7,179 4.22 1,701.18

1. 経営の健全性・効率性

2. 老朽化の状況

※　「経常収支比率」、「累積欠損金比率」、「流動比率」、「有形固定資産減価償却率」及び「管渠老朽化率」については、法非適用企業では算出できないため、法適用企業のみの類似団体平均値及び全国平均を算出しています。
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①経常収支比率(％)
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②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対事業規模比率(％)

⑤経費回収率(％) ⑥汚水処理原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧水洗化率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管渠老朽化率(％) ③管渠改善率(％)

【104.44】 【124.06】 【42.02】 【785.10】

【87.54】【49.87】【271.15】【56.93】

【28.42】 【0.08】 【0.02】

グラフ凡例

■ 当該団体値（当該値）

－ 類似団体平均値（平均値）

23





















































資料３ 

 

甲賀市浄化槽維持管理補助金交付要綱の交付期間延長について 

 

 

１．目的・背景 

   合併浄化槽区域においては、公共下水道区域等と同様に快適な生活環境が図られる

よう、合併浄化槽の設置推進として、面的整備・維持管理事業等を進めてきましたが、

整備目標に対して進捗が鈍化状況にあることから、より一層の促進を図るため、維持

管理補助の交付期間を延伸するものです。 

   

〔整備実績〕 

 ・令和５年度末実績  合併浄化槽区域内普及率  49.0％〔信楽地域  43.4％〕 

    （公下・農排区域内普及率  96.3％〔信楽地域  59.0％〕） 

 

２．対応方法 

   信楽地域で実施している公共下水道工事概成と公共下水道の使用料金と浄化槽管理

経費の格差解消が令和１０年度の見込みとしていることから、事業に最も早くから取

組まれている地区の補助期間が令和７年度末で終了することに伴い、交付期間を更に

３年延伸します。 

  【現状】 

   〇交付期間：面的整備の取組み初年度から１２年間 

   〇補助金額：２０，０００円/基/年 

 

【対応後】 

   〇交付期間：面的整備の取組み初年度から１５年間（３年延伸） 

   〇補助金額：２０，０００円/基/年（変更なし） 

    

 

３．今後のスケジュール 

  〇令和７年３月   各維持管理組合へ周知 

  〇令和７年４月１日 改正要綱施行 
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甲賀市上下水道耐震化計画（上下水道事業） 

甲賀市上下水道部 上水道課、下水道課  

（ 策 定 ） 令和 ７ 年 １ 月  

１ 目標1 

   甲賀市の上水道整備は、昭和３０年代に創設された簡易水道事業を母体として、昭和４０年代から上水

道施設の整備を進めており、公共下水道整備は昭和５９年に事業着手を行い、平成４年に供用開始をして

います。現在の甲賀市は、平成１６年に旧５町が合併して誕生し、それぞれの旧町が整備を行ってきた多

くの上下水道施設を保有しています。 

   これら多くの施設について、震災時における機能確保のための耐震化整備には長期間を要することか

ら、被災すると多大な影響を及ぼす上下水道施設を優先して耐震化を進めます。 

   耐震化の実施においては、災害対策活動施設、医療救護施設及び避難所等の防災拠点となる重要施設を

設定し、その重要施設に接続する上下水道管路並びに関連する急所施設について、今後、概ね３０年間で

耐震化を完了することを目指します。 

   なお、令和７年度から令和１１年度の５年間では、極めて大きな影響を受ける重要施設（甲賀市役所）

において、上下水道システムの一連の耐震化を目標とします。 

   さらに、現有の整備計画等との整合を図りながら耐震化を実施するとともに、耐震性が不明な施設の耐

震診断並びに耐震適合性が不明な上水道管路の地盤判定調査を、この計画期間内で実施します。 

 

２ 計画期間 

   令和７年４月～令和１２年３月 （５年間） 

 

３ 下水道処理区域内における重要施設2の設定（上下水道共通） 

区分 
下水道処理区域内における重要施設 （上下水道共通） 

施設数 施設名称 

対象全施設数 8 

甲賀市役所、土山地域市民センター、甲賀地域市民センター、 

甲南地域市民センター、信楽地域市民センター、 

公立甲賀病院、みなくち診療所、信楽中央病院 

上下水道管路等の耐震性能 

確保済み3の施設数 

（令和５年度末時点） 

0 なし 

上下水道管路等の耐震性能 

確保の目標施設数4 

（令和１１年度末まで） 

1 甲賀市役所 

                                                   
1 目標は、上水道課と下水道課が相互に調整を行い、計画期間内に全ての対象施設で対策を実施することが困難な場合には、計画期間内に対
策を実施する施設の選定方針や、計画期間外を含め全ての対象施設における対策実施時期の目安等についても記載する。 
2 下水道処理区域内において地域防災計画等で定められている防災拠点（災害対策活動施設、医療救護施設、避難所等）を、災害時に上下水
道機能の確保が必要な重要施設をいう（緊急点検時における「特に重要な施設」と同じ定義）。 
3 重要施設に接続する水道管路（配水本管・配水支管、配水池～重要施設）と下水道管路（重要施設～下水処理場直前の最終合流地点までの
下水道管路及びその途中にあるポンプ場）の双方の耐震機能を確保することをいう。 
4 耐震性能確保済みの施設数（令和５年度末時点）を含め、令和１１年度末までに目標とする施設数をいう。 

資料４ 
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４ 下水道処理区域外における重要施設5の設定6 

区分 
下水道処理区域外における重要施設 

施設数 施設名称 

対象全施設数 0  

上水道管路の 

耐震性能確保済み7の 

施設数 

（令和５年度末時点） 

0  

上水道管路の 

耐震性能確保の 

目標施設数 

（令和１１年度末まで） 

 0  

  

                                                   
5 下水道処理区域外において地域防災計画等で定められている防災拠点（災害対策活動施設、医療救護施設、避難所等）を、災害時に水道機
能の確保が必要な重要施設をいう。 
6 上水道課が下水道課と調整を行い、汚水処理施設に関する耐震化の状況や計画等を確認した上で設定するものとする。 
7 重要施設に接続する水道管路（配水本管・配水支管、配水池～重要施設）の耐震機能を確保することをいう。 
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≪ 甲賀市上下水道耐震化重点計画のうち 上水道事業に関する計画 ≫ 

 

５ 上水道システムの急所施設の耐震化（上水道事業） 

（１）取水施設 

 箇所数（箇所） 施設能力（ｍ３/日） 耐震化率（％）8 

対象全取水施設 8 12,160  

耐震対策実施済み（令和５年度末時点） 0 0 0.0 

耐震化目標（令和１１年度末まで） 0 0 0.0 

 

（２）導水施設（導水管） 

 

管路延長（ｍ） 耐震化指標 

耐震管 

延長 

耐震適合管 

延長 

（耐震管除く） 

耐震適合管 

以外 
計 

耐震管率 

（％） 

耐震適合率 

（％） 

対象全導水管（令和５年度末時点） 0 0 2,225 2,225 0 0.0 

耐震化目標（令和１１年度末まで） 0 0 0 0 0 0.0 

 

（３）浄水施設 

 箇所数（箇所） 施設能力（ｍ３/日） 耐震化率（％）9 

対象全浄水施設 4 12,500  

耐震対策実施済み（令和５年度末時点） 1 3,600 28.8 

耐震化目標（令和１１年度末まで） 1 3,600 28.8 

 

（４）送水施設（送水管） 

 

管路延長（ｍ） 耐震化指標 

耐震管 

延長 

耐震適合管 

延長 

（耐震管除く） 

耐震適合管 

以外 
計 

耐震管率 

（％） 

耐震適合率 

（％） 

対象全送水管（令和５年度末時点） 3,077 0 3,898 6,975 44.1 0.0 

耐震化目標（令和１１年度末まで） 3,077 0 3,898 6,975 44.1 0.0 

 

（５）配水施設（配水池） 

 箇所数（箇所） 有効容量（ｍ３） 耐震化率（％）10 

対象全配水池 6 10,070  

耐震対策実施済み（令和５年度末時点） 2 4,700 46.7 

耐震化目標（令和１１年度末まで） 2 4,700 46.7 

 

                                                   
8 取水施設の耐震化率＝耐震対策の施された取水施設能力÷対象全取水施設能力 
9 浄水施設の耐震化率＝耐震対策の施された浄水施設能力÷対象全浄水施設能力 
10 配水池の耐震化率＝耐震対策の施された配水池有効容量÷対象全配水池有効容量 
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（６）ポンプ所（取水、導水、送水及び配水ポンプ所） 

 箇所数（箇所） 施設能力（ｍ３/日） 耐震化率（％）11 

対象全ポンプ所 1 390  

耐震対策実施済み（令和５年度末時点） 0 0 0.0 

耐震化目標（令和１１年度末まで） 0 0 0.0 

 

６ 重要施設12に接続する上水道管路の耐震化（上水道事業） 

   配水池～重要施設までの上水道管路（配水本管＋配水支管） 

（１）下水道処理区域内における重要施設 

 

管路延長（ｍ） 耐震化指標 

耐震管 

延長 

耐震適合管 

延長 

（耐震管除く） 

耐震適合管 

以外 
計 

耐震管率 

（％） 

耐震適合率 

（％） 

重要施設に接続する配水管 

（令和５年度末時点） 
6,598 0 19,954 26,552 24.8 0.0 

 
配水本管 5,320 0 15,687 21,007 25.3 0.0 

配水支管 1,278 0 4,267 5,545 23.0 0.0 

耐震化目標（令和１１年度末まで） 9,600 0 16,952 26,552 36.2 0.0 

 

（２）下水道処理区域外における重要施設 

 

管路延長（ｍ） 耐震化指標 

耐震管 

延長 

耐震適合管 

延長 

（耐震管除く） 

耐震適合管 

以外 
計 

耐震管率 

（％） 

耐震適合率 

（％） 

重要施設に接続する配水管 

（令和５年度末時点） 
0 0 0 0 － － 

 
配水本管 0 0 0 0 － － 

配水支管 0 0 0 0 － － 

耐震化目標（令和１１年度末まで） 0 0 0 0 － － 

  

                                                   
11 ポンプ所の耐震化率＝耐震対策の施されたポンプ所能力÷対象全ポンプ所能力 
12 下水道処理区域外における重要施設も含む 
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≪ 甲賀市上下水道耐震化重点計画のうち 下水道事業に関する計画 ≫ 

 

７ 下水道システムの急所施設13の耐震化 

（１）下水処理場（揚水、沈殿、消毒機能に係る施設に限る） 

 

揚水施設 沈殿施設 消毒施設 
揚水、沈殿、消毒機能

に係る全ての施設14 

上記施設

を有する

処理場の

箇所数 

（箇所） 

耐震化率

（％） 

上記施設

を有する

処理場の

箇所数 

（箇所） 

耐震化率

（％） 

上記施設

を有する

処理場の

箇所数 

（箇所） 

耐震化率

（％） 

処理場の

箇所数 

（箇所） 

耐震化率

（％） 

対象全箇所数 2  2  2  2  

耐震性能確保済み

の箇所数 

（令和５年度末時点） 

1 50.0 1 50.0 1 50.0 1 50.0 

耐震性能確保の 

目標箇所数 

（令和１１年度末まで）

2 100 1 50.0 2 100 1 50.0 

 

（２）下水処理場～下水処理場直前の最終合流地点までの下水道管路15 

 管路延長（ｍ） 耐震化率（％） 

対象全延長 612  

耐震性能確保済みの延長（令和５年度末時点） 312 51.0 

耐震性能確保の目標延長（令和１１年度末まで） 312 51.0 

 

（３）下水処理場～下水処理場直前の最終合流地点までのポンプ場16 

 ポンプ場の箇所数（箇所） 耐震化率（％） 

対象全箇所数 0  

耐震性能確保済みの箇所数（令和５年度末時点） 0 － 

耐震性能確保の目標箇所数（令和１１年度末まで） 0 － 

  

                                                   
13 下水処理場並びに下水処理場～下水処理場直前の最終合流地点までの下水道管路及びポンプ場をいう。なお、流域下水道の下水道管路及び
ポンプ場については、最終合流地点以前も含めて急所施設とする。 
14 当該列において、「対象全箇所数」には、揚水、沈殿、消毒施設のいずれかを有する対象の処理場の箇所数を記入する。「耐震性能確保済みの
箇所数（令和５年度末時点）」及び「耐震性能確保の目標箇所数（令和１１年度末まで）」には、このうち、揚水、沈殿、消毒施設の全てで耐震

性能を確保した処理場の箇所数等を記入する。その際、揚水、沈殿、消毒施設のいずれかを持たない処理場について、存在しない施設は耐震性

能確保済みとカウントする。（例：揚水施設を持たない処理場について、沈殿、消毒施設が耐震性能確保済みであれば、カウントする。） 
15 流域下水道の下水道管路については、最終合流地点以前も含めて急所施設とする。 
16 流域下水道のポンプ場については、最終合流地点以前も含めて急所施設とする。 
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８ 重要施設に接続する下水道管路等の耐震化 

（１）重要施設～下水処理場直前の最終合流地点までの下水道管路 

 管路延長（ｍ） 耐震化率（％） 

対象全延長 23,180  

耐震性能確保済みの延長（令和５年度末時点） 12,807 55.3 

耐震性能確保の目標延長（令和１１年度末まで） 13,437 58.0 

 

（２）重要施設～下水処理場直前の最終合流地点までの下水道管路の途中にあるポンプ場17の箇所数 

 ポンプ場の箇所数（箇所） 耐震化率（％） 

対象全箇所数 0  

耐震性能確保済みの箇所数（令和５年度末時点） 0 － 

耐震性能確保の目標箇所数（令和１１年度末まで） 0 － 

 

 

≪ 参考資料 ≫ 

   ・上下水道管路耐震化現況平面図 

以上 

                                                   
17 最終合流地点にあるポンプ場は含まない。 



甲賀地域市民センター

甲南地域市民センター

信楽地域市民センター

信楽中央病院

公立甲賀病院

甲賀市役所

みなくち診療所

城山高区配水池

稗谷配水池
岩室浄水場
岩室水源地東井戸
岩室水源地西井戸

岩室配水池

虫生野配水池

土山地域市民センター

土山第１配水池

水口浄水場

土山第１水源地取水井

信楽中央配水池 勅旨加圧所 信楽第３水源地・取水井

耐震管（下水道）

未耐震管（下水道）

重要施設

急所施設（上水道）

中牧取水井

漆原取水井

牧浄水場
牧水源第１・第２取水井

No.30投入点

No.26-4投入点

No.31-1投入点

No.29-1投入点

耐震管（上水道）

未耐震管（上水道）

上下水道管路耐震化現況平面図（令和５年度末現在）

No.31投入点

信楽水再生センター

土山オー・デュ・ブール

急所施設（下水道）


